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上記事項の内容は、法令および当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト 
(http://www.toray.co.jp）に掲載することにより株主のみなさまに提供しております。 
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会社の体制および方針 

 

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

その他業務の適正を確保するための体制 

 

当社が業務の適正を確保するための内部統制システムに関する基本方針について2015年12月18日の取締役

会において決議した内容（「基本方針の決議内容」）および基本方針にもとづいて当期に行った主な活動（「運用

状況の概要」）は以下のとおりです。 

 

【基本方針の決議内容】 

当社は、経営理念を具現化するために、組織の構築、規程の制定、情報の伝達、および業務執行のモニタリン

グを適切に行う体制として、以下の基本方針に従って内部統制システムを整備することにより、適法かつ効率

的に業務を執行する体制の確立を図る。 

 

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

【基本方針の決議内容】 

① 企業倫理・法令遵守を推進するため、全社委員会のひとつとして「倫理委員会」を設けるほか、専任

組織の設置など必要な社内の体制を整備する。 

② 取締役および使用人が遵守すべき具体的行動基準として「企業倫理・法令遵守行動規範」を制定する

ほか、必要なガイドライン等を整備する。特に反社会的勢力との関係遮断については、全社一体の毅

然とした対応を徹底する。 

③ 法令や定款に違反する行為を発見した場合の内部通報体制を構築する。 

④ 法令遵守の最重要事項のひとつである安全保障貿易管理について、規程を制定し、専任組織を設置す

る。 

【運用状況の概要】 

① 当期は取締役会を14回開催するとともに、「倫理委員会」を２回、「全社法令遵守委員会」を２回開催

しました。 

② 不祥事をより確実・早期に発見し、原因究明・再発防止の徹底を図るため、2016年10月に「企業倫理・

法令遵守規程」を制定しました。 

③ 当社は「企業倫理・法令遵守行動規範」の内容をより具体的に示した「企業倫理・法令遵守ガイドラ

イン」を制定しています。これらを含め、取締役や使用人の一人ひとりが留意すべき事項をまとめた

ものとして「企業倫理・法令遵守ハンドブック」を作成し配布しています。 

④ 内部通報については、すべて定められた手続きに従って処理しています。 

⑤ 当社は安全保障貿易管理の専任部署として「安全保障貿易管理室」を設置しています。また全社委員

会のひとつとして「安全保障貿易管理委員会」があり、当期は１回開催し、活動実績の確認と取り組

み課題の審議を行いました。 

 

（2）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

【基本方針の決議内容】 

① ｢トップ・マネジメント決定権限」を制定し、意思決定事項のうち、取締役会に留保される事項および

社長、本部長等に委任される事項を規定する。 

② 取締役会または社長が決定する重要事項について、協議機関として「経営戦略会議」「常務会」を設置

し、前者においては主として方針の審議、後者においては主として実行の審議を行う。 

【運用状況の概要】 

① 当期は2016年４月および10月、2017年１月に「トップ・マネジメント決定権限」を一部改正しまし

た。 

② 当期は「経営戦略会議」を16回、「常務会」を12回開催しました。 
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（3）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

【基本方針の決議内容】 

① 経営に関する重要文書や重要情報、秘密情報、個人情報について、規程を整備し、適切に保存・管理

する。 

【運用状況の概要】 

① 当社は全社規程として「秘密情報管理規程」を制定しているほか、本部・部門・事業場・工場ごとに

秘密情報管理基準を定めており、定期的に教育・周知徹底を行っています。 

 

（4）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

【基本方針の決議内容】 

① 企業活動に潜在するリスクを特定し、平常時からその低減および危機発生の未然防止に努める全社リ

スクマネジメントを推進するとともに、重大な危険が発生した場合に即応できるよう、規程を整備し、

委員会等を社内に設置する。 

② 財務報告に関する内部統制を整備し、財務報告の信頼性を確保する。 

【運用状況の概要】 

① 当社は全社規程として「危機管理規程」を制定しています。また、当期は全社委員会のひとつである 

｢ＣＳＲ委員会」を２回、その下部組織である「リスクマネジメント部会」を２回開催しました。 

② 財務報告に係る内部統制は有効である旨の内部統制報告書を2016年６月に提出しました。 

 

（5）子会社における業務の適正を確保するための体制 

【基本方針の決議内容】 

① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制を整備するため、重要な経営

情報の当社への定期的な報告に関する規程を定めるほか、当社の経営陣が子会社の経営状況について

直接報告を受ける会議を定期的に開催する。 

② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制を整備するため、子会社に対し、それぞれの事

業形態や経営環境を踏まえたリスクマネジメント体制の構築を指導し、活動状況について定期的な報

告を受ける。 

③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制を整備するため、業務

執行に関して、当社が決定権限を留保する範囲を規程により定める。また、それぞれの子会社を所管

する本部等を定めることで、経営情報の一元的な把握を図るとともに、子会社が必要とする支援・指

導を行う。 

④ 子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

を整備するため、「企業倫理・法令遵守行動規範」を、当社グループ共通の行動基準として、子会社に

周知する。同時に、子会社に対し、それぞれの所在国における法令やビジネス慣習、事業形態等を勘

案した行動規範やガイドライン等の制定を求める。また、子会社の取締役等および使用人による内部

通報について、状況が適切に当社に報告される体制を整備することを指導する。 

【運用状況の概要】 

① 当社は子会社の重要な経営情報の報告に関する規程として「国内関係会社支援管理基準」「海外関係会

社支援管理基準」を制定しています。当期中にそれぞれ一部改正を実施しました。また、当社の経営

陣が子会社の経営状況について直接報告を受ける会議として、当期は「グローバル予算会議」と「国

内関係会社会議」をそれぞれ１回開催したほか、海外における地域会議を適宜開催しました。 

② ｢リスクマネジメント部会」において、子会社におけるリスクマネジメント体制の構築に関する活動実

績の確認を行いました。 

③ 当社は子会社の業務執行に関して当社が決定権限を留保する範囲を「国内関係会社留保権限運営要領」

および「海外関係会社業務執行基準」に定めています。当期中にそれぞれ一部改正を実施しました。 

④ 運用状況の概要の(1)②および③項に記載の事項については、所在国における法令やビジネス慣習など

を勘案しながら、子会社に対しても適用・周知を行っています。当期は、重大不正についてグループ

全体から内部通報を受け付ける体制の整備を進めました。 
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（6) 監査役への報告に関する体制およびその報告をした者がそれを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制 

【基本方針の決議内容】 

① 当社グループの取締役等、使用人および子会社の監査役は、監査役からの要請に応じ、職務の執行に

関する事項を報告する。 

② 内部通報制度の担当部署は、当社グループの内部通報の状況について、定期的に監査役に報告する。 

③ 監査役へ報告を行った者に対し、それを理由として不利な取扱いを行わない旨を規程に定め、子会社

に対し、同様の規程を制定するよう指導する。 

【運用状況の概要】 

① 監査役とのミーティングや監査役による往査の際、職務の執行に関する報告を行うなど、監査役から

の要請に応じた対応を行いました。 

② 内部通報制度の担当部署は、内部通報を受ける都度、適宜監査役に報告しているほか、定期的な報告

も行っています。 

③ 当社は、公益通報者保護法を踏まえ、「統一労働協約」「中央労働協約」「就業規則」において、不利益

取り扱いの禁止を定めています。また、子会社に対して、所在国の法令などを勘案しながら、同様の

規程を制定するよう指導しています。 

 

（7）監査役の職務の執行について生ずる費用・債務の処理方針に関する事項 

【基本方針の決議内容】 

① 監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁する。 

【運用状況の概要】 

① 監査役の職務の執行について生じる費用等を支弁しています。 

 

（8) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項および監

査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

【基本方針の決議内容】 

① 監査役の求めがある場合、職務を補助すべき専任の使用人を置く。当該使用人は、もっぱら監査役の

指揮命令に従うものとし、その人事については監査役と事前に協議を行う。 

【運用状況の概要】 

① 監査役から求めがある場合に監査役の職務を補助する組織ならびに専任スタッフを置くことができる

体制を整備しています。 

 

（9）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

【基本方針の決議内容】 

① 監査役は、重要な意思決定の過程および業務執行の状況を把握するために、取締役会等の会議に出席

する。 

② 監査役は、取締役や経営陣とのミーティング、事業場・工場や子会社への往査を定期的に実施する。 

【運用状況の概要】 

① 当期は監査役が取締役会14回の全て、「常務会」12回の全てに出席しました。 

② 当期は2016年７月に監査役会が決定した監査方針・監査計画にもとづいて、取締役、本部長・部門長、

部長とのミーティングを実施したほか、事業場・工場・研究所や国内外の子会社への往査を実施しま

した。 
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連結株主資本等変動計算書 

2016年４月１日から 
2017年３月31日まで 

（百万円未満四捨五入） 
 

 
株  主  資  本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当期首残高 147,873 119,180 614,334 △21,163 860,224 

当期変動額      

剰余金の配当   △22,396  △22,396 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

  99,418  99,418 

自己株式の取得    △25 △25 

自己株式の処分  △43  366 323 

非支配株主との取引に 
係る親会社の持分変動 

 1,911   1,911 

その他  43 △66  △23 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

     

当期変動額合計 ― 1,911 76,956 341 79,208 

当期末残高 147,873 121,091 691,290 △20,822 939,432 

 

 

その他の包括利益累計額 

新株 
予約権 

非支配 
株主持分 

純資産 
合計 

その他 
有価証券 
評価 
差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

為替換算 
調整勘定 

退職給付 
に係る 
調整 
累計額 

その他の 
包括利益 
累計額 
合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当期首残高 61,272 △490 29,270 △4,708 85,344 1,181 78,160 1,024,909 

当期変動額         

剰余金の配当        △22,396 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

       99,418 

自己株式の取得        △25 

自己株式の処分        323 

非支配株主との取引に 
係る親会社の持分変動 

       1,911 

その他        △23 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

5,241 511 △15,506 6,250 △3,504 24 △461 △3,941 

当期変動額合計 5,241 511 △15,506 6,250 △3,504 24 △461 75,267 

当期末残高 66,513 21 13,764 1,542 81,840 1,205 77,699 1,100,176 
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連結注記表 

 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 158社 

主要な連結子会社の名称は「事業報告 １. 企業集団の現況に関する事項 (6) 重要な子会社の状況」に記

載しているため省略した。 

なお、当連結会計年度から、重要性が増加したこと等により５社を連結の範囲に含め、合併等により５社

を連結の範囲より除外した。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社は、名南サービス株式会社、Toray International Taipei Inc.である。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

および利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためで

ある。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社の数 61社 

主要な非連結子会社は、名南サービス株式会社、Toray International Taipei Inc.である。なお、当連

結会計年度から、設立により３社を持分法適用の非連結子会社に含めた。また、重要性が増加し連結の範

囲に含めたこと等により３社を持分法適用の非連結子会社から除外した。 

(2) 持分法適用の関連会社の数 36社 

主要な関連会社は、東レ・ダウコーニング株式会社、東レ・デュポン株式会社である。なお、当連結会計

年度から、設立等により２社を持分法適用の関連会社に含めた。また、合併により１社を持分法の対象よ

り除外した。 

(3) 持分法を適用していない非連結子会社Toray International (Korea), Inc.ほか21社は、当期純損益（持

分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書

類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してい

る。 

(4) 持分法を適用していない関連会社株式会社千代田ビデオほか５社は、当期純損益 (持分に見合う額）およ

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる主なものは以下のとおりである。 

 連結子会社の名称  決算日 

東麗合成繊維（南通）有限公司  ほか43社 12月31日

 

  連結計算書類の作成にあたっては、東麗合成繊維（南通）有限公司ほか20社は連結決算日に実施した本決算

に準じた仮決算に基づく計算書類を使用している。また、蝶理（中国）商業有限公司ほか22社は決算日現在

の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。 
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４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券： 償却原価法（定額法） 

その他有価証券  

時価のあるもの：

 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの：移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

  時価法 

③ たな卸資産 

  主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

  主として定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定

額法による。 

③ リース資産 

  主として、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 

 

 

貸 倒 引 当 金

 

 

：

 

 

売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上している。 

② 

 

賞 与 引 当 金

 

：

 

従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に

帰属する額を計上している。 

③ 

 

役員賞与引当金

 

：

 

役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に帰

属する額を計上している。 

④ 

 

役員退職慰労引当金

 

：

 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、社内規程に基づく期末要支給額を計上し

ている。 

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ている。なお、在外子会社等の資産および負債は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益および費用は、主として期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為

替換算調整勘定」および「非支配株主持分」に含めて計上している。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用

している。 

(6) 退職給付に係る負債の計上基準 

 従業員の退職給付に備えるため、決算期末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を

控除した額を計上している。 

 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として13年）による定

額法により費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主
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として13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理している。 

 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上している。 

(7) のれんの償却方法および償却期間 

 のれんの償却については、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却を行っている。 

(8) 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

(9) 連結納税制度の適用 

 当社および一部の連結子会社は連結納税制度を適用している。 

 

（追加情報） 

・繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用 

 ｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 2016年３月28日）を

当連結会計年度から適用している。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

 

１．有形固定資産減価償却累計額 1,878,739百万円 

 

２．担保資産および担保付債務  

 担保資産  

  現金及び預金 828百万円 

  有形固定資産（帳簿価額） 4,045百万円 

  投資有価証券 1,023百万円 

  投資その他の資産のその他 518百万円 

 担保付債務  

  支払手形及び買掛金 5,957百万円 

  短期借入金 1,950百万円 

  長期借入金 592百万円 

 

３．関係会社の銀行借入等に対する保証債務 5,774百万円 

   取引先および従業員の銀行借入等に対する保証債務 2,849百万円 

 

４．受取手形割引高 307百万円 

    受取手形裏書譲渡高 1,162百万円 

    輸出手形割引高 785百万円 

 

５．債権流動化に伴う買戻義務 3,255百万円 

 
６．貸出極度額の総額 ※ 280百万円 

  貸出実行残高 134百万円 

  差引額 146百万円 

※各社の財務状況と資金繰りを勘案し資金提供を行っており、必ずしも全額が貸出実行されるものではな

い。 
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連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 

１．当連結会計年度末日における発行済株式の総数  

   普通株式 1,631,481,403株 

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2016年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 11,196百万円 7円 2016年３月31日 2016年６月29日 

2016 年 11 月８日 

取締役会 
普通株式 11,200百万円 7円 2016年９月30日 2016年12月１日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末日後となるもの 

2017年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案し

ている。 

① 配当金の総額 11,200百万円 

② １株当たり配当額 7円 

③ 基準日 2017年３月31日 

④ 効力発生日 2017年６月28日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定している。 

 

３．当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

る株式の種類および数 

普通株式 1,935,000株 

 

金融商品に関する注記 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

  当社グループ（当社および連結子会社）は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資

金調達については銀行借入や社債発行による方針である。デリバティブは、為替の変動リスク、借入金

の金利変動リスク（金利の上昇または低下リスク）を回避するために利用し、投機的な取引は行わない。 

(2) 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。当社は、当該リスクに関

しては、社内規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状

況を定期的に把握する体制としている。連結子会社においても、取引先ごとの信用状況を把握、管理す

る体制としている。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権・

債務は為替の変動リスクに晒されているが、当社グループは、主として外貨建ての債権債務をネットし

たポジションに対して先物為替予約を利用しヘッジしている。同様に為替の変動リスクに晒されている

外貨建ての借入金については、主として通貨スワップを利用しヘッジしている。 

  投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されてい

るが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握している。 

  営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日である。 

  短期借入金およびコマーシャル・ペーパーは主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金および
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社債（原則として10年以内）は主に設備投資に係る資金調達である。借入金および社債は、金利の変動

リスク（金利の上昇または低下リスク）に晒されており、変動金利による借入金および社債は、金利上

昇時に支払利息の増加リスクがあり、また、固定金利による借入金および社債は、金利低下時に実質支

払利息の増加リスクを伴うため、金利変動リスクをミニマイズすべく、固定金利と変動金利のバランス

を考慮しつつ、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用している。 

  ヘッジ会計の方法については、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」

４．(5)に記載している。 

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、

デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行

っている。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもある。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  2017年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりである。 

  なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれていない（（注２）参照）。 

 
連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

(1) 現金及び預金 143,111 143,111 － 

(2) 受取手形及び売掛金 426,122 426,122 － 

(3) 有価証券及び投資有価証券    

 ① 満期保有目的の債券 100 103 3 

 ② 子会社株式及び関連会社株式 22,001 20,788 △1,213 

 ③ その他有価証券 177,825 177,825 － 

資産計 769,159 767,949 △1,210 

(1) 支払手形及び買掛金 229,192 229,192 － 

(2) 短期借入金 132,014 132,014 － 

(3) コマーシャル・ペーパー 19,000 19,000 － 

(4) 社債 (*1) 140,010 162,942 22,932 

(5) 長期借入金 (*2) 420,991 420,261 △730 

負債計 941,207 963,409 22,202 

デリバティブ取引 (*3)    

 ① ヘッジ会計が適用されていないもの (135) (135) － 

 ② ヘッジ会計が適用されているもの 101 101 － 

デリバティブ取引計 (34) (34) － 

(*1) 社債には１年内償還予定の社債を含む。 

(*2) 長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含む。 

(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、( )で示している。 

 

（注１） 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

 資産 

 (1) 現金及び預金、ならびに(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

る。 
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 (3) 有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格または取引先金融

機関より提示された価格によっている。 

 負債 

 (1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、ならびに(3) コマーシャル・ペーパー 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

る。 

 (4) 社債 

社債の時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づいている。また、市場価格のないものは、元利

金の合計額を当該社債の残存期間および信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によって

いる。ただし、金利スワップの特例処理の対象とされている社債で金利を変動化しているものは、一定

期間ごとに金利の更改が行われているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。 

 (5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっている。また、金利スワップの特例処理の対象とされている長期借入金は、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっている。ただし、変動金利による長期借入金は一定期間ごとに

金利の更改が行われているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

 デリバティブ取引 

 ① ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引の時価については、先物為替相場または取引先金融機関

より提示された価格によっている。 

 ② ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引の時価については、先物為替相場または取引先金融機関よ

り提示された価格によっている。ただし、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている

社債および長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該社債および長期借入金の時価に

含めて記載しており、為替予約等の振当処理によるものは、予定取引に係るものを除き、ヘッジ対象とされ

ている売掛金および買掛金、ならびに長期借入金等と一体として処理されているため、その時価は、当該売

掛金および買掛金、ならびに長期借入金等の時価に含めて記載している。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 
連結貸借対照表 

計上額(百万円) 

非上場株式 78,266 

非上場債券 2,000 

これらについては市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、 ｢資

産(3)②子会社株式及び関連会社株式および③その他有価証券」には含めていない。 

 

１株当たり情報に関する注記 

 

１．１株当たり純資産額 638円64銭 

２．１株当たり当期純利益 62円17銭 
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株主資本等変動計算書 

2016年４月１日から 
2017年３月31日まで 

（百万円未満四捨五入） 
 

 

株  主  資  本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 

圧縮記帳 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当期首残高 147,873 136,727 ― 24,234 10,685 112,000 57,899 △20,583 468,836 

当期変動額          

剰余金の配当       △22,396  △22,396 

圧縮記帳積立金の 
取崩 

    △352  352  ― 

当期純利益       53,704  53,704 

自己株式の取得        △25 △25 

自己株式の処分   △43     366 323 

自己株式処分差損の 
振替 

  43    △43  ― 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 

         

当期変動額合計 ― ― ― ― △352 ― 31,618 341 31,606 

当期末残高 147,873 136,727 ― 24,234 10,333 112,000 89,517 △20,242 500,442 

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価･換算差額等 

合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当期首残高 58,053 △72 57,981 1,168 527,985 

当期変動額      

剰余金の配当     △22,396 

圧縮記帳積立金の 
取崩 

    ― 

当期純利益     53,704 

自己株式の取得     △25 

自己株式の処分     323 

自己株式処分差損の 
振替 

    ― 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額） 

3,791 297 4,088 24 4,112 

当期変動額合計 3,791 297 4,088 24 35,719 

当期末残高 61,843 225 62,069 1,192 563,703 
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個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式および関連会社株式：移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの： 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの：移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産：定額法 

  無形固定資産：定額法 

   なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法による。 

 

４．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金：売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。 

賞 与 引 当 金：従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する

額を計上している。 

役 員 賞 与 引 当 金：役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額

を計上している。 

退 職 給 付 引 当 金：従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上している。なお、過去勤務費用は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法により費用処理し

ている。数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌期から費用処理している。 

債務保証損失引当金：債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負

担見込額を計上している。 

関係会社事業損失引当金：関係会社の事業損失に備えるため、当該会社の財政状態および経営成績等を勘

案し、損失負担見込額を計上している。 

 

５．ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用し

ている。 

 

６．退職給付に係る会計処理方法 

   退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっている。 
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７．消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理方法は税抜方式によっている。 

 

８．連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 

 

貸借対照表に関する注記 

 

１．有形固定資産減価償却累計額 1,016,504百万円 

 

２．関係会社の銀行借入等に対する保証債務（保証予約を含む） 65,859百万円 

取引先および従業員の銀行借入等に対する保証債務 21百万円 

 

３．債権流動化に伴う買戻義務 687百万円 

 

４．貸出極度額の総額 ※ 105,060百万円 

  貸出実行残高 31,569百万円 

  差引額 73,491百万円 

※各社の財務状況と資金繰りを勘案し資金提供を行っており、必ずしも全額が貸出実行されるものではな

い。 

 

５．関係会社に対する金銭債権および金銭債務  

   短期金銭債権 108,173百万円 

   長期金銭債権 821百万円 

   短期金銭債務 96,745百万円 

   長期金銭債務 5,828百万円 

 

損益計算書に関する注記 

 

１．関係会社との取引高  

   売上高 260,703百万円 

   仕入高 156,963百万円 

   営業取引以外の取引 42,189百万円 

 

２．移転価格税制調整金 

移転価格税制に関する日米相互協議の合意に伴う、米国子会社との調整金である。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

 

 当期末日における自己株式の種類および株式数 

 普通株式 31,509,516株   
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税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産  

   退職給付引当金 21,572百万円 

   関係会社株式 15,789百万円 

   賞与引当金 2,592百万円 

   その他 17,027百万円 

 繰延税金資産小計 56,980百万円 

 評価性引当額 △22,280百万円 

 繰延税金資産合計 34,700百万円 

繰延税金負債  

   その他有価証券評価差額金 △26,923百万円 

   退職給付信託返還有価証券 △5,809百万円 

   前払年金費用 △5,132百万円 

   圧縮記帳積立金 △4,562百万円 

   その他 △294百万円 

 繰延税金負債合計 △42,720百万円 

 繰延税金負債の純額 △8,020百万円 

 

関連当事者との取引に関する注記 

 

１．子会社および関連会社等 

種類 会社等の名称 
議決権等の

所有割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 
東レインターナショ

ナル株式会社 

所有 

直接100％ 

営業取引 

役員の兼任 

製品等の販売

(注１) 
178,352 売掛金 37,458 

製品等の仕入

(注１) 
91,488 買掛金 12,029 

子会社 
Toray Carbon Fibers 

America,Inc. 

所有 

間接100％ 

債務保証 

役員の兼任 

債務保証 

(注２) 
26,671 － － 

子会社 
Toray Carbon Fibers 

Europe S.A. 

所有 

直接100％ 

債務保証 

役員の兼任 

債務保証 

(注２) 
13,536 － － 

子会社 
東レエンジニアリン

グ株式会社 

所有 

直接99.99％ 

余剰資金の

預り 

役員の兼任 

余剰資金の預

り(注３) 
－ 預り金 30,120 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注１）製品等の販売・仕入については、市場価格等を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。 

（注２）Toray Carbon Fibers America,Inc. およびToray Carbon Fibers Europe S.A. の借入等につき、債務

保証を行っている。 

（注３）東レエンジニアリング株式会社からの預り金については、市場金利を勘案して利率を決定している。 

 

２．従業員のための企業年金等 

種類 会社等の名称 
議決権等の

所有割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

企業 

年金 
退職給付信託 － 

退職給付会

計上の年金

資産 

資産の一部返

還 
21,632 － － 
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１株当たり情報に関する注記 

 

１．１株当たり純資産額 351円58銭 

２．１株当たり当期純利益 33円57銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

 

当社は、2016年12月19日開催の取締役会において、当社100％出資の連結子会社である、東レバッテリーセパ

レータフィルム株式会社を吸収合併することを決議し、2017年４月１日付で吸収合併した。 

 

１．取引の概要 

(1) 結合当事企業の名称およびその事業の内容 

吸収合併存続会社 

 名称      東レ株式会社 

 事業内容    繊維、プラスチック・ケミカル製品等の製造および販売 

吸収合併消滅会社 

 名称      東レバッテリーセパレータフィルム株式会社 

 事業内容    合成樹脂フィルムの製造、加工および販売 

(2) 企業結合日 

2017年４月１日 

(3) 企業結合の法的形式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、東レバッテリーセパレータフィルム株式会社は解散する。 

(4) 結合後企業の名称 

東レ株式会社 

(5) その他取引の概要に関する事項 

リチウムイオン二次電池（LIB）市場では、従来の民生用電子機器用途に加えて車載用途の急速な量的拡

大が見込まれるなど、事業環境が大きく変化しており、LIB用セパレータにおいても成長や機能の高度化

への迅速な対応力が、一層重要になってきている。当社はこうした認識に立って、今後とも適切にLIB用

セパレータ事業の拡大に対応するための体制基盤強化を目的として、東レバッテリーセパレータフィルム

株式会社を吸収合併することとした。 

 

２．実施予定の会計処理の概要 

｢企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2013年９月13日）および「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2013年９月13日）に基づき、

共通支配下の取引として会計処理を行う。 

 

以 上 
  


